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◆会員連携情報

P1

協会員の連携で農水省補助事業を受託

海外志向の日本人日本料理人の育成
ジャパンクオリティー維持に必須な人材を国の補助金で育成

文責：アジアフードビジネス協会 事務局次長 橘川昭文

農林水産省補助事業

日本食料理人の海外展開セミナー

日時:6月25日（月） 14:00-17:00
地域(回数):東京1回目
会場名:Cross Transit
住所
東京都中央区日本橋室町１丁目５−３福島
ビル5F
URL
http://www.anaf.co.jp/cross-transit/

セミナー詳細
【第１部】14：00-15：00
本事業の概要説明
海外の日本食店で雇用される際に必要な
知識等について
・海外マーケットと現地日本食店の現状

・現地日本食店で必要とされる採用条件な
ど

【第２部】15：00-16：00

海外の日本食店を出店し経営するために必
要となる知識等について
・現地法人設立とフランチャイズ
・人材育成方法
・店舗立地選定、内装工事、食材調達方法
・出店費用の圧縮方法など資金戦略

【第３部】16：00-17：00
質疑応答
個別相談会

■本物志向が増加しているが対応が困難
近年アジアを中心に世界各地で日本食レストランが増加しております。2006年2.4万店が2017年には
11.8万店10年で市場規模が約5倍に急増。しかし継続運営が命題にも関わらず現地ニーズに対応で
きないため、早期に閉店に追い込まれるケースが増加しています。

近年の訪日客の増加やインターネットの普及により、“本物の日本食を見分け本格的な日本食を求め
る層”も増加してきております。
しかし海外に出店する飲食店の中には、海外要員不足や要員の派遣コスト負担などにより、海外店
舗のクオリティー維持が難しい状況に追い込まれているケースが散見されます。
しかも今までは進出を目的とする企業が大半を占めていた事もあり、出店支援を行う政府絡みの支援
策や民間企業のサービスはあるものの、継続運営を支援する支援策やサービスは限定的かつ手薄と
言えます。

協会員であるVIDA コーポレーション、千房ホールディングス、和食人材プラットフォームが協会員連携
で林水産省平成30年度食品産業海外展開支援事業のうち日本食提供拠点構築支援事業（日本人日本
料理人の海外支援事業）を受託し、海外志向の日本人日本食料理人育成支援を実施いたします。

■補助金を活用した育成のプログラム
こうした事業環境の改善を図るため農林水産省では、ジャ
パンクオリティーを理解している、日本人の料理人の中か
ら海外志向の方を選抜し、育成する事業を実施することに
なりました。

この事業は次の取り組みを以下の通りとなります。

■農水省からの委託により協会員が主体となり支援策を実施
今回の補助事業は、VIDA コーポレーションが事業主体となり、連携企業として千房ホールディングス
、和食人材プラットフォームの各会員企業が中心となり、農水省からの委託に沿って海外での継続的
運営に不可欠であり、現地からの要請が多い海外志向の日本人料理人の育成を支援するものとなり
ます。

現在説明会の募集を開始しております。会員の皆様はもとより、関係者の方々にもこの事業を知ってい
ただき、是非活用の検討をよろしくお願い致します。セミナーの案内は会報誌に添付いたします。

②育成対象者の人選
応募いただきました方
の中から、海外研修
者を選考いたします。

③育成対象者の海外での研修
日本食を展開する海外に進出している
日系外食企業にて、一定 期間（二週
間から20日間程度）渡航費、滞在費な

どを補助金から支給し、海外で展開す
る上で必要な知識の習得を目的に研
修を実施致します。

①事業内容の告知と対象者の募集
本年6月下旬から日本全国（8箇所）
で国内にいる海外志向の料理人を
対象として事業内容の告知ならび
概要説明し、該当者の公募を実施
いたします。




